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第216期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

（事業報告） 

当行の新株予約権等に関する事項 

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

特定完全子会社に関する事項 

親会社等との間の取引に関する事項 

会計参与に関する事項 

その他 

（計算書類） 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

（連結計算書類） 

連結株主資本等変動計算書 

連結注記表 

 

2021年4月 1日から 

2022年3月31日まで 

 
 
 
 
 
 

上記の事項につきましては、法令および当行定款第16条の規定に基づき、インターネット上の

当行ホームページ（https://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kabusiki/soukai/）に掲載する

ことにより、株主の皆さまに提供しております。 
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当行の新株予約権等に関する事項 
 

（１）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等 

 
新株予約権等の内容の概要 

新株予約権等を 

有する者の人数 

取 締 役 

（監査等委員及び 

社外取締役を除く） 

①名称：株式会社大分銀行 第２回株式報酬型新株予約権 

②新株予約権の割当日：2013年８月 19日 

③新株予約権の数：146個 

④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 1,460株 

⑤新株予約権の行使期間： 

2013年８月 20日から 2043年８月 19日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 

⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 

①名称：株式会社大分銀行 第３回株式報酬型新株予約権 

②新株予約権の割当日：2014年８月 18日 

③新株予約権の数：192個 

④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 1,920株 

⑤新株予約権の行使期間： 

2014年８月 19日から 2044年８月 18日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 

⑦権利行使についての条件：（別記） 

２名 

①名称：株式会社大分銀行 第４回株式報酬型新株予約権 

②新株予約権の割当日：2015年８月 17日 

③新株予約権の数：268個 

④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 2,680株 

⑤新株予約権の行使期間： 

2015年８月 18日から 2045年８月 17日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 

⑦権利行使についての条件：（別記） 

４名 

①名称：株式会社大分銀行 第５回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2016年８月 22日 
③新株予約権の数：524個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 5,240株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2016年８月 23日から 2046年８月 22日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 

⑦権利行使についての条件：（別記） 

４名 

①名称：株式会社大分銀行 第６回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2017年８月 28日 
③新株予約権の数：423個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 4,230株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2017年８月 29日から 2047年８月 28日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

５名 

①名称：株式会社大分銀行 第７回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2018年８月 27日 
③新株予約権の数：503個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 5,030株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2018年８月 28日から 2048年８月 27日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

５名 
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 新株予約権等の内容の概要 
新株予約権等を 

有する者の人数 

取 締 役 

（監査等委員及び 

社外取締役を除く） 

①名称：株式会社大分銀行 第８回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2019年８月 26日 
③新株予約権の数：665個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 6,650株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2019年８月 27日から 2049年８月 26日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

５名 

①名称：株式会社大分銀行 第９回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2020年８月 24日 
③新株予約権の数：951個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 9,510株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2020年８月 25日から 2050年８月 24日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

５名 

①名称：株式会社大分銀行 第 10回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2021年８月 23日 
③新株予約権の数：1,631個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 16,310株 
⑤新株予約権の行使期間： 
2021年８月 24日から 2051年８月 23日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

５名 

 

 
新株予約権等の内容の概要 

新株予約権等を 

有する者の人数 

取 締 役 

監査等委員 

①名称：株式会社大分銀行 第４回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2015年８月 17日 
③新株予約権の数：55個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 550株 
⑤新株予約権の行使期間： 

2015年８月 18日から 2045年８月 17日まで 
⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 

①名称：株式会社大分銀行 第５回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2016年８月 22日 
③新株予約権の数：95個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 950株 
⑤新株予約権の行使期間： 

2016年８月 23日から 2046年８月 22日まで 
⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 

①名称：株式会社大分銀行 第６回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2017年８月 28日 
③新株予約権の数：62個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 620株 
⑤新株予約権の行使期間： 

2017年８月 29日から 2047年８月 28日まで 
⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 
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 新株予約権等の内容の概要 
新株予約権等を 

有する者の人数 

取 締 役 

監査等委員 

①名称：株式会社大分銀行 第７回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2018年８月 27日 
③新株予約権の数：74個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 740株 
⑤新株予約権の行使期間： 

2018年８月 28日から 2048年８月 27日まで 
⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 

①名称：株式会社大分銀行 第８回株式報酬型新株予約権 
②新株予約権の割当日：2019年８月 26日 
③新株予約権の数：88個 
④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 880株 
⑤新株予約権の行使期間： 

2019年８月 27日から 2049年８月 26日まで 
⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 
⑦権利行使についての条件：（別記） 

１名 

  （注）2017年 10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換算して記載しております。 

 

（２）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等 

 
新株予約権等の内容の概要 

新株予約権等を 

交付した者の人数 

執 行 役 員 

①名称：株式会社大分銀行 第 10回株式報酬型新株予約権 

②新株予約権の割当日：2021年８月 23日 

③新株予約権の数：1,514個 

④目的となる株式の種類及び数：当行普通株式 15,140株 

⑤新株予約権の行使期間： 

2021年８月 24日から 2051年８月 23日まで 

⑥権利行使価格（１株当たり）：１円 

⑦権利行使についての条件：（別記） 

８名 

 
（別記） 
新株予約権者は、新株予約権を行使できる期間内において、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から 10 日を経過する日までに限り、新株予約権を一括してのみ行使することができ
るものとする。 
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財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

該当ありません。 
 
 

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

 

業務の適正を確保するための体制 

当行は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について取締

役会において決議しております。その内容は以下のとおりであります。 

 

株式会社大分銀行は、「倫理宣言」において「大分銀行および私たち役職員は、あらゆる法令等

を遵守し、確固たる倫理観をもって、良き社会の一員として行動することを宣言します。」と謳っ

ています。 

この倫理宣言及び会社法に基づいて、取締役会は、職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他当行の業務並びに当行及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確

保するための基本方針を以下の通り定め、当行の経営理念の実現を図っていくことといたします。 

 

（１）取締役、執行役員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①取締役、執行役員が法令、定款及び当行の経営理念を遵守した行動をとるための行動規範として、

役員コンプライアンス・マニュアルを定める。 

②取締役、執行役員は、行外で実施されるコンプライアンスに関する各種研修等へ出席し、取締役、

執行役員として､求められるコンプライアンスへの認識を新たにすることに努めるものとする。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及びそれに関する各規程等に従い適切

な保存及び管理を行う。その他、必要に応じて、各規程等の見直しを行うものとする。 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①統合的リスク管理態勢を整備・確立するため、統合的リスク管理方針を定め、リスク管理の統括

部署をリスク統括部とする。 

②リスク管理委員会を設置し、リスクカテゴリー毎の各リスク管理部署による管理を通じて統合的

なリスク管理を行う。 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会の運営及び付議基準等を定めた「取締役会規程」を制定し、これに基づき取締役会を原

則として月２回開催する。 

②取締役会専決事項を除く業務執行に関する重要事項を協議決定する機関として常務会を設置する

ほか、各種専門委員会、その他会議体を組成する。 

③業務執行に係る組織、権限等を明確化するため、「業務組織規程」及び「職務権限規程」を制定 

する。 

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①経営理念を制定し企業活動の基本理念を明確にするとともに、法令等遵守方針を定め、法令等遵

守規程及びコンプライアンス・マニュアルに基づき、使用人全員が法令及び定款を遵守する体制

を構築する。 

②リスク統括部でコンプライアンス・プログラムを策定し、リスク統括部及び関連部署で、これに

沿った行員教育を実施する。その他、監査部は各部署のコンプライアンス態勢の監査を実施する。 

③リスク統括部を窓口とするホットライン（内部通報制度）を設け、全使用人が法令及び定款等に

違反する行為を発見した場合の通報体制を構築する。 

（６）当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①子会社の運営に関する基本的な事項について定めるとともに当行と子会社の連携強化を図り、大

分銀行グループ全体として健全経営のもと発展していくことを目的として大分銀行グループ会社

運営規程を制定する。 

②当行及び子会社は、会計基準その他財務報告に関連する諸法令を遵守し、財務報告の適切性を確

保するための内部統制の態勢を整備する。 

③子会社において、大分銀行グループ会社運営規程で定める子会社から当行への協議・報告事項等

が発生した場合には、適宜所管部へ報告を行う。所管部は必要に応じ、子会社の統括部署である

改訂後 

常務会資料 No,4 

平成 20 年 1 月 15 日 

総合企画部 
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総合企画部及び取締役・監査等委員会等へ報告を行う。 

④当行は、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理するため、大分銀行グループ会社運営規

程において、銀行のリスクカテゴリー毎の所管部署が子会社におけるリスクを適切に管理するこ

とを定める。 

⑤当行は、中期経営計画を策定するにあたり、子会社に対し、当行の方針に沿った中期経営計画の

策定を指示する。また、当該中期経営計画を具体化するため、子会社に対し、毎事業期の業務方針

及び予算計画等の策定を指示する。 

⑥当行は、子会社に対し、コンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンス・プログラムの策定

を指示する。 

⑦監査部は、内部監査規程、大分銀行グループ会社運営規程及び当行と子会社との監査委託契約に

基づき、業務監査及び自己査定監査を実施する。 

（７）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を円滑に遂行するため、監査等委員会の職務を補助すべき部署として監査等

委員会室を設置し、専任の補助使用人を１名以上配置する。 

（８）前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び監査等委員会の当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

①監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査等委員会の指揮命

令下で職務を遂行する。 

②当該使用人の人事異動、人事考課、懲戒処分に関しては、監査等委員会の同意を得るものとする。 

（９）次に掲げる監査等委員会への報告に関する体制 

①当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人が監査等委員会に報告す

るための体制。 

イ．当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、報告すべき事項を

監査等委員会と協議して定めた上、その協議結果に基づいて報告を行う。主たる報告事項は次

の通りとする。 

（イ）業務の遂行状況及び財務の状況 

（ロ）内部監査部門が実施した内部監査の結果 

（ハ）リスク及びリスク管理の状況 

（ニ）法令等遵守に関する状況 

（ホ）ホットライン通報の内容 

②子会社の役員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委員会に報告するた

めの体制 

イ．子会社の役員及び使用人は、当行の監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求

められた場合には、速やかに適切な報告を行う。 

ロ．子会社の役員及び使用人は、法令等違反行為、当行又は当行の子会社に著しい損害を及ぼすお

それのある事実を知った場合には、直ちに当該子会社の内部管理部署へ報告を行うか、ホット

ラインに通報する。 

ハ．ロにより報告を受けた場合、当該部署の責任者は、当行の監査等委員会に速やかに報告する。 

（10）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制 

当行は、前号の当行監査等委員会への報告を行ったすべての者について、報告をしたことを理由と

して不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当行及び子会社に周知徹底する。 

（11）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

①当行は、監査等委員会がその職務の執行について、当行に対し、会社法第 399 条の２ 第４項に基

づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債

務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又

は債務を処理する。 

②当行は、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎期、一定額の予算を

設ける。 

（12）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①代表取締役及び取締役は、監査等委員会監査の重要性と有用性について認識し、監査等委員会監

査が実効的に実施できる体制を確保する。 

 

ﾎｯﾄﾗｲﾝに関する

規程改定要 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営規程では「業務監査および 

 

 

 

 

 

自己査定監査」となっているが、内部監査規程の関連会社監査手順では

「事務ﾘｽｸ管理・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾌﾟﾛｾｽ監査」となっている。 

（子会社とグループ会社
の記述統一） 
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②監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもち、監査等委員会監査の環境整備等について意

見交換するものとする。 

③監査等委員会は、内部監査部門と定期的に会合をもち、内部管理態勢に係る課題等の報告を受け

るとともに、必要に応じて内部監査部門に具体的指示を行うことができるものとする。 

④内部監査部門長の人事異動、人事考課、懲戒処分に関しては、監査等委員会の同意を得るものと

する。 

（13）反社会的勢力排除に向けた体制 

①当行の企業倫理に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは毅然として対決 

する。 

②「反社会的勢力管理対応マニュアル」を定め、それに基づき以下の管理体制を整備する。 

イ．反社会的勢力に関する主たる統括部署をリスク統括部とし、反社会的勢力への対応について必

要に応じて警察等関係行政機関、弁護士等と連携をとりつつ、関係部門間の横断的協力体制な

ど適切な対応に向けた指導を行う。 

ロ．営業戦略部お客さまサービス室は、反社会的勢力との取引を防止するための事前審査を行う体

制整備として、反社会的勢力に関する情報収集、分析及び一元的管理を行う。 

ハ．各業務所管部は、業務に関連した反社会的勢力に関する情報を把握し、営業戦略部お客さまサ

ービス室及びリスク統括部への報告・連絡等の連携を図る。 

 

業務の適正を確保するための体制の運用状況 

当事業年度における「業務の適正を確保するための体制」の運用状況の概要は以下のとおり 

です。 

なお、当行は、2021年６月 24日付で監査等委員会設置会社へ移行し、コーポレートガバナンス

の更なる充実を図っております。 

 

（１）取締役、執行役員の職務執行 

①取締役会は、当事業年度において計 21回開催し、経営の執行方針、法令で定められた事項やそ

の他経営に関する重要事項を決定いたしました。また取締役会専決事項を除く業務執行に関す

る重要事項を協議決定する機関として設置している常務会は原則毎週開催しており、当事業年

度においては、計 45回開催いたしました。 

②取締役、執行役員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制としては、

役員コンプライアンス・マニュアルを制定し全役員が常時閲覧可能な態勢を整備するとともに、

随時各種研修等へ派遣しております。 

（２）リスク管理体制 

当事業年度においては、リスク管理委員会を計 12 回開催し、リスク管理委員会規則に定めた事

項の協議・報告を行うとともに、重要事項については、取締役会への報告を行いました。 

（３）コンプライアンス 

 ①法令等遵守体制として、コンプライアンス・マニュアルは毎年度見直しを行っており、当事業

年度においても４月に改定のうえ、パートタイマーを含む全役職員が閲覧可能な行内システム

へ掲示するとともに、行内通牒により周知徹底いたしました。 

②年度毎のコンプライアンス・プログラムはコンプライアンス委員会での協議を踏まえ取締役会

にて決議しています。当事業年度においては３月の取締役会にて決議したコンプライアンス・プ

ログラムについて、行内通牒にて役職員への周知徹底を図るとともに、リスク統括部が毎月実施

状況をモニタリングし、四半期毎にコンプライアンス委員会へ報告いたしました。 

③また監査部による営業店監査・本部監査において、コンプライアンス勉強会の開催状況、顧客情

報の管理状況、反社会的勢力への対応状況等、コンプライアンス態勢の監査を実施いたしまし

た。 

（４）グループ管理体制 

 ①当行グループにおける業務の適正を確保する体制として、当事業年度においては、グループ会

社の業務実績を半期毎に経営陣に報告するとともに、グループ会社の経営計画、業績予想ほか

グループ会社運営に係る重要事項について、取締役会にて計５回、当行常務会にて計 17回協議・

報告等を実施いたしました。特に常務会においては、事業年度毎に最低１回は各社長も参加の

上、グループ戦略や各社課題対応策等の共有を図る運用としております。 

 ②グループ会社に対する監査体制として、当事業年度においては、監査部が、グループ会社に対

し資産査定監査及び業務監査を実施し、監査結果を取締役会に報告いたしました。 
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（５）監査等委員会による監査体制 

 ①監査等委員会は、当事業年度において、計 16回開催（別途、監査等委員会設置会社移行前は監

査役会を８回開催）し、監査方針、監査計画、監査結果等について協議いたしました。 

 ②監査等委員会への報告体制として、取締役の職務状況については、秘書室が四半期毎に報告を

行いました。内部監査状況については、監査部が、取締役監査等委員全員に報告書を回付のほ

か、取締役監査等委員全員が出席する取締役会へ毎月１回報告を行いました。また、半期毎に

前半期分の内部監査結果の分析を行い取締役会へ報告しました。リスク管理面では、常勤監査

等委員１名（監査等委員会設置会社移行前は常勤監査役１名）が毎月開催のリスク管理委員会

に出席したほか、リスク統括部より監査等委員会（監査等委員会設置会社移行前は監査役会）

に対し、毎月１回リスク及びリスク管理状況に関する報告を行いました。 

 ③また、監査等委員会監査の実効性向上のため、頭取との意見交換を計３回（別途、監査等委員会

設置会社移行前は監査役会と頭取との意見交換会を１回開催）、専務取締役・常務取締役との意

見交換を計２回、社外取締役との意見交換を計２回実施いたしました。 

 

特定完全子会社に関する事項 

該当ありません。 

 

親会社等との間の取引に関する事項 

該当ありません。 

 

会計参与に関する事項 

該当ありません。 

 

その他 

   該当ありません。 

改訂後 

常務会資料 No,4 

平成 20 年 1 月 15 日 

総合企画部 
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第 216 期 

2021 年 4 月 1 日から 
株主資本等変動計算書 

2022 年 3 月 31 日まで 

           

           （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

当期首残高 19,598 10,582 3 10,585 

 会計方針の変更による 

 累積的影響額 
    

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
19,598 10,582 3 10,585 

当期変動額     

 剰余金の配当     

 当期純利益     

 自己株式の取得     

 自己株式の処分   △41 △41 

 別途積立金の積立     

土地再評価差額金の取崩     

 繰越利益剰余金から 

 その他資本剰余金への振替 
  38 38 

 株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
    

当期変動額合計 ― ― △3 △3 

当期末残高 19,598 10,582 ― 10,582 

 

 株主資本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 
固定資産 

圧縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰

余金 

当期首残高 10,431 84 116,830 4,170 131,516 △2,254 159,445 

会計方針の変更による 

 累積的影響額 
   △0 △0  △0 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
10,431 84 116,830 4,170 131,515 △2,254 159,444 

当期変動額        

 剰余金の配当    △1,260 △1,260  △1,260 

 当期純利益    4,659 4,659  4,659 

 自己株式の取得      △2 △2 

 自己株式の処分      135 93 

 別途積立金の積立   2,500 △2,500 ―  ― 

土地再評価差額金の取崩    310 310  310 

繰越利益剰余金から 

その他資本剰余金への振替 
   △38 △38  ― 

 株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
       

当期変動額合計 ― ― 2,500 1,171 3,671 132 3,800 

当期末残高 10,431 84 119,330 5,341 135,186 △2,122 163,245 
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 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 18,000 471 8,664 27,136 266  186,848 

会計方針の変更による 

 累積的影響額 
     △0 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
18,000 471 8,664 27,136 266  186,847 

当期変動額       

 剰余金の配当      △1,260 

 当期純利益      4,659 

 自己株式の取得      △2 

 自己株式の処分      93 

 別途積立金の積立      ― 

土地再評価差額金の取崩      310 

繰越利益剰余金から 

その他資本剰余金への振替 
     ― 

 株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
△8,920 1,202 △310 △8,029 △45 △8,075 

当期変動額合計 △8,920 1,202 △310 △8,029 △45 △4,274 

当期末残高 9,079 1,673 8,353 19,107 220 182,573 
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個 別 注 記 表 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については
時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平
均法による原価法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券
の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用しております。 

   また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ５年～31年 

その他  ５年～20年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リー

ス契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本

公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2020年 10月８日）に規定する各債務者区分の債権

については、以下のとおりです。 

正常先債権及び要管理先以外の要注意先債権については今後１年間の予想損失額を見込んで計上し、

要管理先債権については今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額に対して今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

予想損失額は、過去の一定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の平均値に基づき将来見込みに応

じて、より実態を反映する算定期間に基づいて算定するなどの修正を加えた予想損失率によって算定し

ております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者のう

ち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債

権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割り引いた金額と債権の

帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
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（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

事業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。なお、

過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金の預金者からの払戻請求に備えるため、過去の

支払実績等を勘案して必要と認めた額を計上しております。 

７．収益の計上方法 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。 

役務取引等収益 

役務取引等収益は、預金・貸出業務、為替業務及び証券関連業務等に関する事務手数料等であり、顧

客との契約に基づきサービスを提供する義務があります。これらの取引は、サービスの提供が完了した

時点をもって履行義務が充足されるとし収益を認識しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24号 

2022年３月 17日。以下、「業種別委員会実務指針第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジによってお

ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる

貸出金及びその他有価証券（債券）とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の（残存）期間毎にグ

ルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

９．退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おける退職給付に係る会計処理の方法と異なっております。 

10．消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

会計方針の変更 

１. 収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」と

いう。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

これにより、従来一時点で収益を計上していた役務取引の一部について、履行義務の充足をもって収益

を計上するように変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

なお、計算書類に与える影響額は軽微であります。 
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２. 時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基

準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。 

なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

１．当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 26,570百万円 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（１）算出方法  

債務者区分は、債務者の財政状態及び経営成績並びに将来の事業計画等を基礎として決定し、その債務

者区分に応じて貸倒引当金を計上しております。 

各債務者区分の債権に関する具体的な貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針６．引当金の計上基

準（１）貸倒引当金」に記載しております。 

（２）主要な仮定 

主要な仮定は、債務者の将来の事業計画の合理性の評価であり、債務者区分決定の基礎としておりま

す。事業計画の合理性の評価には、当該計画の達成可能性を考慮しております。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響については、当事業年度末においても

当感染症の収束が見通せない状況にあることから、翌事業年度以降も継続するものと想定しております。

このような状況下において、現時点で見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して債務者区分を決

定しております。 

（３）翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

債務者区分及び新型コロナウイルス感染症の状況や経済への影響等に用いた仮定が変化した場合には、

貸倒引当金残高が変動し、損益に影響を及ぼす可能性があります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額  7,351 百万円 

２．無担保の債券貸借取引により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に合計 38,395百万円

含まれております。 

３．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な

お、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部につい

て保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による

ものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘

定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借

又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 4,529百万円 

危険債権額 44,066百万円 

三月以上延滞債権額 ― 百万円 

貸出条件緩和債権額 186 百万円 

合計額 48,782百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の

事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。  

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ず 

る債権に該当しないものであります。  
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三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。  

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及び

これらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更）  

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月 24日 内閣府令第３号）が 2022 年３月

31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急

措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

４．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ

の額面金額は 4,569百万円であります。 

５．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

 有価証券               576,080 百万円 

  貸出金 97,823百万円 

担保資産に対応する債務   

 預金 19,161百万円 

 売現先勘定 16,827百万円 

 債券貸借取引受入担保金 138,405 百万円 

 借用金 421,000 百万円 

  上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券等 37,334百

万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金 361百万円が含まれております。 

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する

契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は 662,238百万円であります。このうち原契約期間

が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 651,329百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに

は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資

の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において

必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基

づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

７．土地の再評価に関する法律（1998 年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日 1998年３月 31日 

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布

政令第 119 号）第２条第４号に定める地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額に基づいて、奥行価格補正等

合理的な調整を行って算出。 

  同法律第 10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業

用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  9,210百万円 

８．有形固定資産の減価償却累計額  35,737百万円 

９．有形固定資産の圧縮記帳額    1,660 百万円 

10．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当

行の保証債務の額は 11,468百万円であります。 

11．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債務総額   24百万円 

12．関係会社に対する金銭債権総額      7,007百万円 

13．関係会社に対する金銭債務総額   14,562百万円 
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（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

   資金運用取引に係る収益総額     43百万円 

   役務取引等に係る収益総額     178百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る収益総額     24百万円 

関係会社との取引による費用  

   資金調達取引に係る費用総額   0百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る費用総額  1,154百万円 

２．「特別損失」には、廃止の意思決定等により投資額の回収が見込めなくなったため、県内外の営業用店舗

等について 324百万円の減損損失を計上しております。 

    上記、減損損失の固定資産の種類ごとの内訳は、その他の有形固定資産 324 百万円（所有土地 265 百万

円、所有建物 58百万円）であります。 

  稼動資産については、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、県内においては連携して営業

を行っているためブロック単位）をグルーピングの単位として取り扱っております。 

  また、遊休資産及び売却予定資産については、各々独立した単位として取り扱っております。 

  回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い金額としております。正味売却価額は資産又

は資産グループの不動産鑑定価額等からその処分費用見込額を控除して算定し、使用価値は将来キャッシ

ュ・フロー見積額を 7.9～9.6％で割り引いて算定しております。 

３．関連当事者との間の取引 

（１）子会社及び関連会社等 

 （単位：百万円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等 

の所有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

大分保証 

サービス 

株式会社 

所有 

直接 90.0% 

間接 10.0% 

役員の兼任 

住宅ローン・ 

消費者ローンの

債務保証 

391,951 ― ― 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       債務保証については、一般取引と同様な条件で行っております。 

     ２．取引金額は、当事業年度末に保証を受けている住宅ローン等の残高を記載しております。 

 

（２）役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の

所有割合 

関連当事者

との関係 

取引

の  

内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

役員 岡村邦彦 大分市 ― 
当行監査役 

弁護士 
― 銀行取引 融資 30 貸出金 29 

    （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       一般取引と同様な条件で行っております。 

          ２．岡村邦彦氏は 2021 年６月 24 日付で退任しておりますので、期末残高に代えて退任月の月末

残高を記載しております。 

     ３．取引金額は平均残高を記載しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                       （単位：千株） 

 当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末

株式数 
摘要 

自己株式      

 

 

普通株式 498  1  29  469  (注）１、２ 

合 計 498  1  29  469   

（注）１. 自己株式の増加１千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

   ２. 自己株式の減少 29千株は、ストック・オプションの権利行使（29千株）によるものであり

ます。 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（2022年３月31日現在） 

   該当ありません。 

２．満期保有目的の債券（2022年３月 31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの 

国 債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社 債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

小 計 ― ― ― 

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの 

国 債 9,953 9,564 △389 

地方債 34,287 34,172 △114 

社 債 15,522 15,498 △23 

その他 ― ― ― 

小 計 59,762 59,235 △527 

合 計 59,762 59,235 △527 

 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022年３月 31日現在） 

 貸借対照表計上額   

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額      

（百万円） 

子会社・子法人等株式 ―  ―  ―  

関連法人等株式 ―  ―  ―  

合 計 ―  ―  ―  

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 7,351 

関連法人等株式 ―  
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４．その他有価証券（2022年３月 31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株 式 54,323 29,210 25,112 

債 券 247,976 246,278 1,697 

 国 債 19,237 19,003 234 

 地方債 152,383 151,536 846 

 社 債 76,354 75,738 616 

その他 189,645 183,932 5,712 

小 計 491,944 459,421 32,523 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株 式 13,052 15,195 △2,143 

債 券 482,725 491,749 △9,023 

 国 債 213,911 220,473 △6,561 

 地方債 99,416 101,041 △1,625 

 社 債 169,398 170,234 △836 

その他 227,068 236,396 △9,327 

小 計 722,847 743,342 △20,494 

合 計 1,214,792 1,202,764 12,028 

  （注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 2,011 

組合出資金 8,009 

    組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 

第 31号 2019年７月４日）第 27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３月 31日） 

該当ありません。 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022 年３月 31日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

 株 式 4,967 1,383 386 

 債 券 45,010 52 268 

  国 債 40,447 ― 268 

  地方債 4,553 52 ― 

  社 債 10 ― ― 

 その他 182,507 2,173 7,584 

合 計 232,485 3,609 8,239 

７．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

８．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価

証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認め

られないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度

の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、47 百万円（うち、社債 47百万円）であります。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて 50％程度以上下

落した場合であります。また、時価が取得原価に比べて 30％以上 50％未満下落した場合は、金融商品会

計に関する実務指針に基づき当行が制定した基準に該当するものを時価が「著しく下落した」と判断し

ております。 
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（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（2022年３月 31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

運用目的の金銭の信託 16,931  ― 

２．満期保有目的の金銭の信託（2022 年３月 31日現在） 

該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月 31日現在） 

該当ありません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産    

貸倒引当金  8,106 百万円 

退職給付引当金  2,052  

減価償却費  1,747  

その他  3,105  

繰延税金資産小計  15,011  

評価性引当額  △6,450  

繰延税金資産合計  8,560  

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金  △2,948  

退職給付信託設定益  △1,448  

その他  △803  

繰延税金負債合計  △5,200  

繰延税金資産（負債）の純額  3,360 百万円 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額         11,560 円 39 銭 

なお、１株当たりの純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式数については、自己名義所有

株式分を控除し算定しております。 

  １株当たりの当期純利益          295円 53銭 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益    293円 98銭 

なお、１株当たりの当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通株式

の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除し算定しております。 

 

（重要な後発事象） 

（連結子会社の吸収合併）  

共通支配下の取引等 

１．取引の概要  

(１）結合当事企業の名称及びその事業内容  

結合企業の名称   株式会社大分銀行  

事業の内容     銀行業  

被結合企業の名称  大銀ビジネスサービス株式会社  

事業の内容     銀行業務に係る事務代行業  

(２）企業結合日  

2022年４月１日  

(３）企業結合の法的形式  

当行を存続会社、大銀ビジネスサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併方式  
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(４）結合後企業の名称  

株式会社大分銀行  

(５）その他取引の概要に関する事項  

当行グループにおける経営の効率化及び経営資源の有効活用を目的として、完全子会社である大銀

ビジネスサービス株式会社を吸収合併したものであります。  

２．実施した会計処理の概要  

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年１月 16 日）

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 
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第 216期  
2021年 4月 1 日から 

2022年 3月 31日まで 
連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 株主資本 

 資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 19,598 13,771 143,043 △2,254 174,159 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
  △41  △41 

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
19,598 13,771 143,002 △2,254 174,117 

当期変動額      

剰余金の配当   △1,260  △1,260 

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
  5,376  5,376 

自己株式の取得    △2 △2 

自己株式の処分  △41  135 93 

土地再評価差額金の 

取崩 
  310  310 

利益剰余金から資本

剰余金への振替 
 38 △38  ― 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
     

当期変動額合計 ― △3 4,387 132 4,516 

当期末残高 19,598 13,768 147,390 △2,122 178,634 

 

 その他の包括利益累計額 

新株 

予約権 

非支配 

株主 

持分 

純資産 

合 計 
 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

土 地 

再評価 

差額金 

退職給付 

に係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 18,093 471 8,664 1,025 28,255 266 65 202,746 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
       △41 

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
18,093 471 8,664 1,025 28,255 266 65 202,705 

当期変動額         

剰余金の配当        △1,260 

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
       5,376 

自己株式の取得        △2 

自己株式の処分        93 

土地再評価差額金の 

取崩 
       310 

利益剰余金から資本 

剰余金への振替 
       ― 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
△8,952 1,202 △310 △1,043 △9,105 △45 1 △9,149 

当期変動額合計 △8,952 1,202 △310 △1,043 △9,105 △45 1 △4,632 

当期末残高 9,141 1,673 8,353 △18 19,149 220 67 198,072 
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連 結 注 記 表 

連結計算書類の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等 ８社 

会社名 

大銀ビジネスサービス株式会社 

大銀オフィスサービス株式会社 

大分リース株式会社 

大分保証サービス株式会社 

株式会社大分カード 

大銀コンピュータサービス株式会社 

株式会社大銀経済経営研究所 

大分ベンチャーキャピタル株式会社 

（２）非連結の子会社及び子法人等 ７社 

会社名 

おおいた自然エネルギーファンド投資事業有限責任組合 

おおいたＰＯＲＴＡファンド投資事業有限責任組合 

おおいた中小企業成長ファンド投資事業有限責任組合 

おおいた農業法人育成ファンド投資事業有限責任組合 

おおいたブリッジファンド投資事業有限責任組合 

大分ＶＣサクセスファンド６号投資事業有限責任組合 

おおいた中小企業支援４号ファンド投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業

集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲

から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等並びに持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

（２）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等並びに持分法非適用の関連法人等 ７社 

会社名 

おおいた自然エネルギーファンド投資事業有限責任組合 

おおいたＰＯＲＴＡファンド投資事業有限責任組合 

おおいた中小企業成長ファンド投資事業有限責任組合 

おおいた農業法人育成ファンド投資事業有限責任組合 

おおいたブリッジファンド投資事業有限責任組合 

大分ＶＣサクセスファンド６号投資事業有限責任組合 

おおいた中小企業支援４号ファンド投資事業有限責任組合 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等並びに関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利

益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみて、持分法の対象か

ら除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日   ８社 

  



 

- 21 - 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいて

おります。 

 

会計方針に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有

価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等

については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券

の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ５年～31年 

その他  ５年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産は、主として定率法により償却しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並

びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産

は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契

約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2020年 10月８日）に規定する各債務者区分の債権につい

ては、以下のとおりです。 

正常先債権及び要管理先以外の要注意先債権については今後１年間の予想損失額を見込んで計上し、要

管理先債権については今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額に対して今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

予想損失額は、過去の一定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の平均値に基づき将来見込みに応じ

て、より実態を反映する算定期間に基づいて算定するなどの修正を加えた予想損失率によって算定してお

ります。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権につ

いては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額

との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、自己査定結果に基づき、一般債権については過去の貸
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倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結

会計年度に帰属する額を計上しております。 

７．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等において役員への退職慰労金の支払いに備える

ため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる

額を計上しております。 

８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金の預金者からの払戻請求に備えるため、過去の支

払実績等を勘案して必要と認めた額を計上しております。 

９．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次の

とおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

10．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

11．リース取引の処理方法 

（貸手側） 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時にその他業務収益とその他業務費

用を計上する方法によっております。 

12．収益の計上方法 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお

りであります。 

役務取引等収益 

役務取引等収益は、預金・貸出業務、為替業務及び証券関連業務等に関する事務手数料等であり、顧客と

の契約に基づきサービスを提供する義務があります。これらの取引は、サービスの提供が完了した時点を

もって履行義務が充足されるとし収益を認識しております。 

13．重要なヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24号 2022

年３月 17日。以下、「業種別委員会実務指針第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金及び

その他有価証券（債券）とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の（残存）期間毎にグルーピングのう

え特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

連結される子会社及び子法人等はヘッジ会計を行っておりません。 

14．消費税等の会計処理 

当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税は当連結会計年度の費用に計上しております。 
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会計方針の変更 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下、「収益認識会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

これにより、当行並びに連結される子会社及び子法人等は、従来一時点で収益を計上していた役務取引の

一部について、履行義務の充足をもって収益を計上するように変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会

計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当連結会計年度の経常収益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ１百万円減少し

ております。また、利益剰余金の当期首残高は 41百万円減少しております。 

当連結会計年度の１株当たり純資産額は２円 74 銭減少、１株当たり当期純利益は 10 銭減少、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益は 9銭減少しております。 

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第 10号 2019 年 7月４日）第 44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。 

なお、連結計算書類に与える影響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う

ことといたしました。 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

１．当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金 29,270百万円 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（１）算出方法 

債務者区分は、債務者の財政状態及び経営成績並びに将来の事業計画等を基礎として決定し、その債務

者区分に応じて貸倒引当金を計上しております。 

各債務者区分の債権に関する具体的な貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項５．貸倒引当

金の計上基準」に記載しております。 

（２）主要な仮定 

主要な仮定は、債務者の将来の事業計画の合理性の評価であり、債務者区分決定の基礎としておりま

す。事業計画の合理性の評価には、当該計画の達成可能性を考慮しております。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響については、当連結会計年度末におい

ても当感染症の収束が見通せない状況にあることから、翌連結会計年度以降も継続するものと想定して

おります。このような状況下において、現時点で見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して債務者

区分を決定しております。 

（３）翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

債務者区分及び新型コロナウイルス感染症の状況や経済への影響等に用いた仮定が変化した場合には、

貸倒引当金残高が変動し、損益に影響を及ぼす可能性があります。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．無担保の債券貸借取引により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に合計 38,395百万円含

まれております。 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、

債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について

保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるも

のに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に

計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は

賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,192百万円 

危険債権額 45,167百万円 

三月以上延滞債権額 －百万円 

貸出条件緩和債権額 205 百万円 

合計額 50,566百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる

債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020 年１月 24 日 内閣府令第３号）が 2022 年３月

31 日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急

措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は 4,569百万円であります。 

４．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 576,080 百万円 

貸出金 97,823百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 19,161百万円 

売現先勘定 16,827百万円 

債券貸借取引受入担保金 138,405 百万円 

借用金 421,000 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券等 37,334百万

円を差し入れております。 

また、その他資産には、保証金 373百万円が含まれております。 

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する

契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は668,522百万円であります。このうち原契約期間が

１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが657,613百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
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りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当
行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

６．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を
行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月 31日公布

政令第 119 号）第２条第４号に定める地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額に基づいて、奥行価格補正

等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事
業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  9,210百万円 

７．有形固定資産の減価償却累計額  37,015百万円 

８．有形固定資産の圧縮記帳額  1,660百万円 

９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は 11,468百万円であります。 

10．当行の取締役との間の取引による取締役に対する金銭債務総額  24百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益 1,728百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損 388百万円及び株式等償却 436百万円を含んでおります。 

３．「特別損失」には、廃止の意思決定等により投資額の回収が見込めなくなったため、県内外の営業用店舗

等について 324百万円の減損損失を計上しております。 

上記、減損損失の固定資産の種類ごとの内訳は、その他の有形固定資産 324 百万円（所有土地 265 百万

円、所有建物 58百万円）であります。 

稼動資産については、管理会計上の最小区分である営業店単位(ただし、県内においては連携して営業を

行っているためブロック単位)をグルーピングの単位として取り扱っております。 

また、遊休資産及び売却予定資産については、各々独立した単位として取り扱っております。 

回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い金額としております。正味売却価額は資産又

は資産グループの不動産鑑定価額等からその処分費用見込額を控除して算定し、使用価値は将来キャッシ

ュ・フロー見積額を 7.9～9.6％で割り引いて算定しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当連結会計年度 

期首株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計 

年度末株式数 
摘要 

発行済株式      

 
普通株式 16,243 ― ― 16,243  

合 計 16,243 ― ― 16,243  

自己株式      

 
普通株式 498 1 29 469 (注)１、２ 

合 計 498 1 29 469  

（注）１．自己株式の増加１千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．自己株式の減少 29千株は、ストック・オプションの権利行使（29千株）によるものであります。 

２．新株予約権に関する事項 

区分 
新株予約権

の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

当連結会計 

年度末残高 

（百万円） 

摘要 
当連結 

会計年度 

期首 

当連結 

会計年度 

増加 

当連結 

会計年度 

減少 

当連結会

計年度末 

当行 

ストック・

オプション

としての 

新株予約権 

― 220  

合 計 ― 220  

３．配当に関する事項 

（１）当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 24 日 

定時株主総会 
普通株式 629 40.00 2021年 3月 31日 2021 年 6 月 25 日 

2021 年 11 月 8 日 

取締役会 
普通株式 630 40.00 2021年 9月 30日 2021 年 12 月 6 日 

合 計  1,260    

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

2022年6月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

① 配当金の総額 630百万円 

② 1株当たり配当額 40.00円 

③ 基準日 2022年3月31日 

④ 効力発生日 2022年6月24日 

なお、配当原資は、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当行は、預金の受入れ、資金の貸付又は手形の割引、有価証券の引受けや売買等の金融商品の取扱いを

主たる業務としていることから、金利変動を伴う金融資産及び金融負債を多額に有しております。そのた

め、金利変動による不利な影響が生じないようＡＬＭ（資産負債総合管理）を実施し、その一環として、

デリバティブ取引も行っております。
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また、連結される子会社及び子法人等には、リース業務やクレジットカード業務などの金融商品の取扱

いを主たる業務としている子会社があります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当行並びに連結される子会社及び子法人等が保有する金融資産の主なもののうち、貸出金は、顧客の契

約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。また、有価証券及び投資有価証券は、満期

保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しておりますが、それぞれ発行体の信用リスク、金利変動

リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

金融負債の主なもののうち、預金や借入金は、一定の環境の下では市場を利用できなくなる場合など、

支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 

デリバティブ取引のうち、金利関連の金利スワップ取引は、ＡＬＭによるリスクヘッジの目的で行って

おります。主に将来の金利変動リスクに備えて、貸出金、債券等をヘッジ対象として受取変動・支払固定

及び受取固定・支払変動の金利スワップ取引をヘッジ手段として行っております。 

通貨関連の通貨スワップ取引、為替予約取引及びクーポンスワップ取引は、主に外貨建債権債務の為替

相場変動リスク回避のためのヘッジ目的で行っております。 

債券関連の債券先物取引は、主に自己売買業務として行っております。 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、業種別委員会実務指針第 24

号に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘ

ッジについて、ヘッジ対象となる貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間

毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

なお、連結される子会社及び子法人等においては、デリバティブ取引を行っておりません。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当行は、「信用リスク管理方針」及び「信用リスク管理規程」等諸規程に従い、貸出業務に限らず、

市場取引やオフバランス資産を含めた、銀行業務に係る全ての信用リスクを管理対象として、個別案件

ごとの与信審査、与信限度額管理、信用情報管理、内部格付制度、経営改善支援や延滞管理・債権回収

等問題債権への対応など与信管理に関する態勢を整備し運営しております。また、連結される子会社及

び子法人等においても、各社の信用リスク管理規程等諸規程に従って、信用リスクを適切に管理する態

勢を整備し運営しております。 

これらの信用リスク管理は、当行並びに連結される子会社及び子法人等の信用リスク管理部署（審査

部署、与信管理部署、問題債権の管理部署など）において行われ、信用リスクの状況や問題点等は信用

リスク管理の統括部署である当行のリスク統括部が一体として管理しております。 

なお、与信監査については、リスク統括部及び各信用リスク管理部署における信用リスク管理状況の

適切性について、監査部署が監査を行う態勢としております。 

②市場リスクの管理 

当行は、「市場リスク管理方針」及び「市場リスク管理規程」に基づき、預貸金取引、市場取引及び

オフバランス取引を含めた全ての市場リスクを管理対象として、市場リスク管理に関する態勢を整備し

運営しております。預貸金に係る市場リスク管理についてはＡＬＭ部署、市場取引に係る市場リスク管

理については市場関連部署を中心に管理を行っております。市場リスク管理の統括部署であるリスク統

括部はモニタリングを実施し、リスク量の状況、ストレステストの実施結果等についてリスク管理委員

会に報告を行っております。また、連結される子会社及び子法人等においても、各社のリスクプロファ

イルに応じて市場リスク管理方針・規程等を含め、市場リスクを適切に管理する態勢を整備し運営して

おります。 

これらの市場リスク管理は、当行並びに連結される子会社及び子法人等の市場リスク管理部署におい

て行われ、市場リスクの状況や問題点等は市場リスク管理の統括部署である当行のリスク統括部にて管

理しております。 

なお、市場リスク管理の監査については、リスク統括部及び各市場リスク管理部署における市場リス

ク管理態勢の整備状況等の適切性について、監査部署が監査を行う態勢としております。 

（市場リスクに係る定量的情報） 

当行において主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動リスクの影響を受ける主たる金融商

品は、「貸出金」、「有価証券（満期保有目的の債券及びその他有価証券）」、「預金及び譲渡性預金」、「デ
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リバティブ取引」のうちの金利スワップ取引等であります。 

これらの金融資産及び金融負債について、統計学的な手法により一定期間（詳細は後述保有期間参照）

後の損失額を推計して市場リスク量とし、金利及び価格変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利

用しております。当該損失額の推計には VaRを使用しております。 

VaR の算出には、ヒストリカル・シミュレーション法を採用しております。前提条件は、観測期間 1,250

営業日、信頼区間 99％、保有期間は政策投資株式のみ 125 営業日とし、それ以外は 60営業日としてお

ります。 

2022年３月 31日現在で当行の主たる金融商品の市場リスク量（損失の推計値）は、29,946百万円で

あり、内訳は、有価証券 24,730百万円、預貸金等（有価証券以外）5,215百万円となっております。 

当行では、モデルが算出する VaR と実際の損益を比較するバックテスティングを実施しております。

2021 年度に関して実施したバックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分な精度により市場

リスクを捕捉しているものと考えられます。 

但し、VaR計測は統計的な仮定に基づいて算定したものであり、前提条件や算定方法等によって異な

る値となる点や最大損失額の予測を意図するものではない点、及び将来の市場の状況は過去とは大幅に

異なることがある点に注意を要します。 

なお、金額等から影響が軽微な一部の金融商品並びに連結される子会社及び子法人等の金融商品につ

きましては、定量的分析を実施しておりません。 

③流動性リスクの管理 

当行は、「流動性リスク管理方針」及び「流動性リスク管理規程」に基づき、流動性リスクの管理を

行っております。日常的には、市場金融部で資金繰り管理が行われ、管理部署であるリスク統括部はモ

ニタリングを実施し、その状況や支払準備資産等の状況、ストレステストの実施結果等についてリスク

管理委員会に報告を行っております。 

なお、流動性リスク管理の監査については、リスク統括部及び各流動性リスク管理部署における流動

性リスク管理態勢の整備状況等の適切性について、監査部署が監査を行う態勢としております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該 

価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け

金及び債券貸借取引受入担保金等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略しております。 

      （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

（１）有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

59,817 

1,215,037 

 

59,289 

1,215,037 

 

△528 

― 

（２）貸出金 1,972,040   

貸倒引当金（＊１） △24,872   

 1,947,167 1,948,559 1,391 

資産計 3,222,022 3,222,886 863 

（１）預金 3,360,080 3,360,160 79 

（２）譲渡性預金 97,809 97,823 13 

（３）借用金 426,984 426,957 △27 

負債計 3,884,875 3,884,941 66 

デリバティブ取引（＊２）    

ヘッジ会計が適用されていないもの （12,356) （12,356) ― 

ヘッジ会計が適用されているもの（＊３） 2,855 2,855 ― 

デリバティブ取引計 (9,500) (9,500) ― 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金（3,405百万円）及び個別貸倒引当金（21,467百万円）を控除

しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で表示しております。 

（＊３）ヘッジ対象である有価証券等のヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、繰延ヘッジを

適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計

の取扱い」（実務対応報告第 40号 2022年３月 17日）を適用しております。 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１）（＊２） 2,134 

組合出資金（＊３） 10,694 

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針 

第 19号 2020年３月 31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式の減損処理は該当ありません。 

（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 

第 31号 2019年７月４日）第 27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
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（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

有価証券（＊１） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券のうち満期 

があるもの 

貸出金（＊２） 

 

― 

119,790 

 

475,144 

 

1,500 

253,659 

 

334,128 

 

38,500 

133,605 

 

255,455 

 

― 

83,945 

 

174,188 

 

9,755 

211,401 

 

186,776 

 

10,000 

302,176 

 

505,985 

合 計 594,935 589,287 427,561 258,134 407,933 818,161 

（＊１）有価証券は、元本についての償還予定額を記載しており、連結貸借対照表価額とは一致しておりま

せん。 

（＊２）貸出金のうち、破綻懸念先以下に対する債権等、償還予定額が見込めない 40,360 百万円は含めて

おりません。 

（注３）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預金（＊） 

譲渡性預金 

借用金 

3,142,419 

97,293 

243,238 

168,905 

516 

75,722 

47,448 

― 

108,023 

1,084 

― 

― 

221 

― 

― 

― 

― 

― 

合 計 3,482,951 245,144 155,472 1,084 221 ― 

（＊）預金のうち、要求払預金については「1 年以内」に含めて開示しております。 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの 

レベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

当連結会計年度（2022年３月 31日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 

その他有価証券 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他（＊１） 

 

 

233,149 

― 

― 

66,465 

43,894 

 

 

― 

251,799 

234,404 

1,156 

114,155 

 

 

― 

― 

11,348 

― 

49,652 

 

 

233,149 

251,799 

245,752 

67,621 

207,702 

資産計 343,509 601,516 61,001 1,006,026 

デリバティブ取引（＊２） 

金利関連 

通貨関連 

 

― 

― 

 

2,855 

(12,356) 

 

― 

― 

 

2,855 

(12,356) 

デリバティブ取引計 ― (9,500) ― (9,500) 
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（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年７月４日）

第 26項に定める経過措置を適用した投資信託については、上表に含めておりません。連結貸借対

照表における当該投資信託の金額は 209,011百万円であります。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で表示しております。 

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当連結会計年度（2022年３月 31日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 

満期保有目的の債券 

国債 

地方債 

社債 

 

 

9,564 

― 

― 

 

 

― 

34,226 

15,498 

 

 

― 

― 

― 

 

 

9,564 

34,226 

15,498 

貸出金 ― ― 1,948,559 1,948,559 

資産計 9,564 49,725 1,948,559 2,007,848 

預金 ― 3,360,160 ― 3,360,160 

譲渡性預金 ― 97,823 ― 97,823 

借用金 ― 426,957 ― 426,957 

負債計 ― 3,884,941 ― 3,884,941 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に

分類しております。主に上場株式及び国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類して

おります。主に地方債及び社債がこれに含まれます。 

また、相場価格が入手できない自行保証付私募債は、内部格付、年限に基づく区分ごとに、元利金

の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりレベル

３の時価に分類しております。 

その他の公表された相場価格のない一部の有価証券については、外部業者（ブローカー等）より入

手した相場価格を時価としており、それらに使用されたインプットに基づきレベル２又はレベル３の

時価に分類しております。 

貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場

金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金利に

よるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場

合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質

破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保

及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における

連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当

該価額を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類しております。 

負 債 

預金、及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引い

て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いて

おります。なお、預入期間が短期間（３ヵ月以内）のものは、時価が帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。 
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借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される

子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して

いると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ご

とに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在

価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（３ヵ月以内）のものは、時価が帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しており

ます。 

デリバティブ取引 

取引所取引については、取引所等における最終の価格をもって時価としておりレベル１の時価に分類

しております。 

店頭取引については、金利、外国為替相場等のインプットを用いて、将来キャッシュ・フローの現在

価値等により算定した価額をもって時価としておりレベル２の時価に分類しております。 

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2022 年３月 31日） 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券     

その他有価証券     

社債（自行保証付私募債） 現在価値技法（＊） 割引率 0.3～1.6％ 0.7％ 

（＊）破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する社債については、見積将来キャッシュ・フローの現在価

値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し、社債価額から当該貸倒見積

高を控除した額を時価としております。 

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2022年３月 31日） 

（単位：百万円） 

 

期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 購入、 

売却、 

発行及び

決済の 

純額 

レベル３

の時価へ

の振替

（＊２） 

レベル３

の時価か

らの振替

（＊３） 

期末 

残高 

当期の損益に計

上した額のうち

連結貸借対照表

日において保有

する金融資産及

び金融負債の評

価損益（＊１） 

 

損益に 

計上 

（＊１） 

その他の

包括利益

に計上 

有価証券         

その他有価証券         

社債 11,849 △47 △35 △418 ― ― 11,348 ― 

その他 72,234 2,266 △640 △466 ― △23,740 49,652 △3 

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。 

（＊２）レベル２の時価からレベル３の時価への振替であり、時価の算定に使用しているインプットの観

察可能性の変化によるものであります。当該振替は当連結会計年度の末日に行っております。 

（＊３）レベル３の時価からレベル２の時価への振替であり、時価の算定に使用しているインプットの観

察可能性の変化によるものであります。当該振替は当連結会計年度の末日に行っております。 

（３）時価の評価プロセスの説明 

当行並びに連結される子会社及び子法人等では、バック部門及びミドル部門にて時価の算定に関する

方針、手続及び時価評価モデルの使用に係る手続を定めており、これに沿って各部門が時価を算定してお

ります。算定された時価は、独立した評価部門において、時価の算定に用いられた評価技法及びインプッ

トの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。 

なお、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプッ

トの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。  
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（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

割引率 

割引率は、スワップ・レートなどの基準市場金利に対する調整率であり、主に信用リスクから生じる金

融商品のキャッシュ・フローの不確実性に対し市場参加者が必要とする報酬額であるリスク・プレミアム

から構成されております。一般的に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じ

させることとなります。 

 

（有価証券関係） 

１．売買目的有価証券（2022年３月 31日現在） 

該当ありません。 

２．満期保有目的の債券（2022年３月 31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 差額 

 （百万円） （百万円） 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 

国 債 ― 

 

― 

 

― 

 地方債 ― ― ― 

社 債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

小 計 ― 

 

― 

 

― 

 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

国 債 9,953 9,564 △389 

地方債 34,342 34,226 △115 

社 債 15,522 15,498 △23 

その他 ― ― ― 

小 計 59,817 

 

59,289 

 

△528 

 合 計 59,817 

 

59,289 

 

△528 

 ３．その他有価証券（2022年３月 31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 差額 

 （百万円） （百万円） 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

株 式 54,538 

 

29,283 

 

25,255 

 債 券 247,976 

 

246,278 

 

1,697 

  国 債 19,237 

 

19,003 

 

234 

  地方債 152,383 

 

151,536 

 

846 

  社 債 76,354 75,738 

 

616 

 その他 189,645 

 

183,932 

 

5,712 

 小 計 492,159 

 

459,494 

 

32,665 

 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

株 式 13,083 

 

15,239 

 

△2,156 

 債 券 482,725 

 

491,749 

 

△9,023 

  国 債 213,911 

 

220,473 

 

△6,561 

  地方債 99,416 

 

101,041 

 

△1,625 

  社 債 169,398 

 

170,234 

 

△836 

 その他 227,068 

 

236,396 

 

△9,327 

 小 計 722,877 

 

743,385 

 

△20,508 

合 計 1,215,037 

 

1,202,879 12,157 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 2021年４月１日 至 2022年３月 31日) 

該当ありません。 
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月 31日） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

株 式 4,922 

 

1,395 

 

388 

 債 券 45,010 52 268 

 国 債 40,447 ― 268 

 地方債 4,553 52 ― 

 社 債 10 0 ― 

その他 182,507 2,178 7,584 

合 計 232,440 3,627 8,240 

６．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券

の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな

いものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度

の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、47百万円（うち、社債 47百万円）であります。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて 50％程度以上下落

した場合であります。また、時価が取得原価に比べて 30％以上 50％未満下落した場合は、金融商品会計に

関する実務指針に基づき当行が制定した基準に該当するものを時価が「著しく下落した」と判断しており

ます。 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（2022年３月 31日現在） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に 

含まれた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 16,931 － 

２．満期保有目的の金銭の信託（2022 年３月 31日現在） 

該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月 31日現在） 

該当ありません。 
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（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当連結会計年度(自 2021年４月１日  至 2022年３月 31日) 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 
その他 調整額 合計 

 銀行業 リース業 計 

役務取引等収益       

預金・貸出金業務 2,745 0 2,745 967 － 3,713 

為替業務 2,523 － 2,523 － － 2,523 

証券関連業務 1,626 － 1,626 － － 1,626 

代理業務 520 － 520 － － 520 

その他 618 － 618 － － 618 

役務取引等収益以外 104 － 104 614 － 718 

顧客との契約から生じる経常収益 8,137 0 8,138 1,582 － 9,720 

上記以外の経常収益 36,739 8,245 44,984 1,094 － 46,079 

外部顧客に対する経常収益 44,877 8,245 53,123 2,676 － 55,799 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード

業務等であります。 

２ 上記以外の経常収益には、企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益や

企業会計基準第 13号「リース取引に関する会計基準」に基づく収益等が含まれております。 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「会計方針に関する事項12．収益の計

上方法」に記載のとおりであります。 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結

会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額

及び時期に関する情報 

（１）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等 

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりであります。 

 （単位：百万円) 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 306 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 314 

契約負債（期首残高） 83 

契約負債（期末残高） 90 

顧客との契約から生じた債権は、主として顧客より受け取る役務取引等収益に対する債権のうち未収

部分であります。 

契約負債は、顧客から受け取った役務取引等収益のうち前受部分であります。なお、契約負債は、役務

取引等の提供に伴って履行義務は充足され、収益へと振替えられます。 

当連結会計年度に認識した収益のうち、期首の契約負債に含まれていた額は83百万円であります。 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当連結会計年度において、当初に予想される顧客との契約期間が１年を超える重要な契約がないため、

収益認識会計基準第80－22項に定める取扱いにより当該注記を記載しておりません。 
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（ストック・オプション等関係） 
１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

営業経費 47百万円 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
（１）ストック・オプションの内容 

 
2012年 

ストック・ 
オプション 

2013年 
ストック・ 
オプション 

2014年 
ストック・ 
オプション 

2015年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分及
び人数 

当行取締役(社外取
締役を除く)９名 

当行取締役(社外取
締役を除く)10名 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)８名 
執行役員８名 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)７名 
執行役員７名 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
付与数（注） 

当行普通株式 
17,970 株 

当行普通株式 
14,480株 

当行普通株式 
16,210株 

当行普通株式 
10,670株 

付与日 2012年８月６日 2013年８月 19日 2014年８月 18日 2015年８月 17日 

権利確定条件 
権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

権利行使期間 
2012年８月７日～ 
2042年８月６日 

2013年８月 20日～ 
2043年８月 19日 

2014年８月 19日～ 
2044年８月 18日 

2015年８月 18日～ 
2045年８月 17日 

 

 
2016年 

ストック・ 
オプション 

2017年 
ストック・ 
オプション 

2018年 
ストック・ 
オプション 

2019年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分及
び人数 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)７名 
執行役員７名 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)７名 
執行役員７名 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)７名 
執行役員７名 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)６名 
執行役員６名 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
付与数（注） 

当行普通株式 
18,300 株 

当行普通株式 
12,100株 

当行普通株式 
14,380株 

当行普通株式 
15,350株 

付与日 2016年８月 22日 2017年８月 28日 2018年８月 27日 2019年８月 26日 

権利確定条件 
権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

権利行使期間 
2016年８月 23日～ 
2046年８月 22日 

2017年８月 29日～ 
2047年８月 28日 

2018年８月 28日～ 
2048年８月 27日 

2019年８月 27日～ 
2049年８月 26日 

 

 
2020年 

ストック・ 
オプション 

2021年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分及
び人数 

当行取締役(非常勤
取締役を除く)６名 
執行役員８名 

当行取締役(監査等委

員である取締役及び社

外取締役を除く)５名 
執行役員８名 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
付与数（注） 

当行普通株式 
23,610 株 

当行普通株式 
31,450株 

付与日 2020年８月 24日 2021年８月 23日 

権利確定条件 
権利確定条件は定め
ていない。 

権利確定条件は定め
ていない。 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定め
ていない。 

対象勤務期間は定め
ていない。 

権利行使期間 
2020年８月 25日～ 
2050年８月 24日 

2021年８月 24日～ 
2051年８月 23日 

（注）2017年 10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換算して記載して 

おります。 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（2022 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。なお、2017年 10月１日付株式併合（10

株につき１株の割合）による併合後の株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 

2012年 

ストック・ 

オプション 

2013年 

ストック・ 

オプション 

2014年 

ストック・ 

オプション 

2015年 

ストック・ 

オプション 

2016年 

ストック・ 

オプション 

2017年 

ストック・ 

オプション 

権利確定前(株)       

  前連結会計年度末 3,000 3,720 5,390 5,890 11,710 9,080 

  付与 ― ― ― ― ― ― 

  失効 ― ― ― ― ― ― 

  権利確定 3,000 2,260 3,470 2,660 4,570 2,370 

  未確定残 ― 1,460 1,920 3,230 7,140 6,710 

権利確定後(株)       

  前連結会計年度末 ― ― ― ― ― ― 

権利確定 3,000 2,260 3,470 2,660 4,570 2,370 

権利行使 3,000 2,260 3,470 2,660 4,570 2,370 

失効 ― ― ― ― ― ― 

未行使残 ― ― ― ― ― ― 

 

 

2018年 

ストック・ 

オプション 

2019年 

ストック・ 

オプション 

2020年 

ストック・ 

オプション 

2021年 

ストック・ 

オプション 

権利確定前(株)     

  前連結会計年度末 10,800 14,030 23,610 ― 

  付与 ― ― ― 31,450 

  失効 ― ― ― ― 

  権利確定 2,810 3,670 5,060 ― 

  未確定残 7,990 10,360 18,550 31,450 

権利確定後(株)     

  前連結会計年度末 ― ― ― ― 

権利確定 2,810 3,670 5,060 ― 

権利行使 2,810 3,670 5,060 ― 

失効 ― ― ― ― 

未行使残 ― ― ― ― 

②単価情報 

 

2012年 

ストック・ 

オプション 

2013年 

ストック・ 

オプション 

2014年 

ストック・ 

オプション 

2015年 

ストック・ 

オプション 

2016年 

ストック・ 

オプション 

2017年 

ストック・ 

オプション 

権利行使価格 
１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

行使時平均株価 1,688円 1,688円 1,686円 1,687円 1,687円 1,692円 

付与日における公正な 

評価単価 

１株当たり 

2,150円 

１株当たり 

2,790円 

１株当たり 

3,590円 

１株当たり 

5,210円 

１株当たり 

2,950円 

１株当たり 

3,910円 

 

 

2018年 

ストック・ 

オプション 

2019年 

ストック・ 

オプション 

2020年 

ストック・ 

オプション 

2021年 

ストック・ 

オプション 

権利行使価格 
１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

１株当たり 

 １円 

行使時平均株価 1,692円 1,693円 1,693円 ― 

付与日における公正な 

評価単価 

１株当たり 

3,632円 

１株当たり 

2,819円 

１株当たり 

2,143円 

１株当たり 

1,513円 
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された 2021 年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法

は以下のとおりであります。 

（１）使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 

（２）主な基礎数値及び見積方法 

 2021年ストック・オプション 

株価変動性   （注）１ 33.6％ 

予想残存期間  （注）２ 3.5 年 

予想配当    （注）３ １株当たり 80 円 

無リスク利子率 （注）４ △0.14％ 

（注）１．2018年２月 12日の週から 2021年８月 16日の週までの株価の実績に基づき、週次で算出してお

ります。 

２．就任から退任までの平均的な期間、就任から発行日までの期間などから割り出した発行日時点で

の予想在任期間の平均によって見積りしております。 

３．2021年３月期の配当実績 

４．予想残存期間に対応する国債の利回り 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。 
 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額           12,538円 72銭 

なお、１株当たりの純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式数については、自己名義

所有株式分を控除し算定しております。 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益           340円 96銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益      339円 17銭 

なお、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属

する当期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除し

算定しております。 
 

（重要な後発事象） 

（連結子会社の吸収合併）  

共通支配下の取引等 

１．取引の概要  

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容  

結合企業の名称   株式会社大分銀行  

事業の内容     銀行業  

被結合企業の名称  大銀ビジネスサービス株式会社  

事業の内容     銀行業務に係る事務代行業  

（２）企業結合日  

2022年４月１日  

（３）企業結合の法的形式  

当行を存続会社、大銀ビジネスサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称  

株式会社大分銀行  

（５）その他取引の概要に関する事項  

当行グループにおける経営の効率化及び経営資源の有効活用を目的として、完全子会社である大銀ビ

ジネスサービス株式会社を吸収合併したものであります。  

２．実施した会計処理の概要  

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年１月 16 日）に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。 


